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１. 本論文の研究背景・動機 
昭和 40年代の高度経済成長期にはじまるモータリゼーションの進展によって、自家用車
が他の家電製品とともに各家庭に普及した。それにともない、人々は自身の意思で自由に自
家用車を運転し、行きたいときに行きたいと思う場所へ移動することが可能になった。運転
免許保有者数は昭和 44 年から平成 26 年で 2,478 万 2,107 人から 8,207 万 6,223 人（3.3
倍）、また、車両保有数は 1,402万 1,970台から 8,027万 2,571台（5.7倍）、自動車走行キ
ロも昭和 45 年から平成 25 年度で約 2,260 億キロから約 7,462 億キロと全体的に継続的な
増加傾向にある。公共交通サービスが発達している現在においても、自動車は国民の“足”
として大きな役割を担い続けているといえる。しかし、自動車の普及は移動に関するアクセ
シビリティ等のメリットの享受や、その生産や販売による経済効果を生み出しているだけ
ではなく、混雑、渋滞や騒音・排気ガスによる公害問題といった外部不経済を生み出してい
るといえる。交通事故もまた、外部不経済の一つであるといえよう。 
交通事故発生件数は、自動車の登場に伴い昭和 26年（41,423件）から 45年（718,080件）
と 17.3倍にも増加した。交通事故における負傷者数及び死者数についても同様に、昭和 26
年から 45年というわずか 20年弱の間に大幅な増加の一途をたどっていた。負傷者は 31,274
人から 981,096 人へ 31.4 倍、死者数は 4,429 人から 16,765 人へ 3.8 倍にも膨らんだ。こ
れは母数となる国内人口の増加したことはもちろんのこと、車社会の急速な普及・発展に
対して、道路整備や信号機・道路標識の設置等の道路インフラの整備不足をはじめ、車両の
安全性を確保するための技術が未発達であったこと、交通社会の変化に対して人々の知識
・認識が不足していたことが要因であったと考えられる。 
道路インフラの整備や技術発展の進んだ現在では、平成 26年度の交通事故発生件数は 57
万 3,842 件で前年と比較して 8.8％減少し、11 年連続で減少傾向にある。負傷者数及び死
者数は 71万 1,374人、4,113人となり、前年と比較して 9.0％、5.9％の減少とそれぞれ 15、
10 年連続で減少傾向にある。しかし、近年では、交通事故による死者数の減少幅の縮小が
大きな問題となっており、このことから、現在の交通安全対策では対策しきれていない問題
が今なお存在しているとも考えることができる。 
２. 本論文の構成 
本論文は、交通事故死者数の減少幅の縮小という問題から、現行の交通安全対策よりメカ
ニズム構築の課題を具体的に抽出し、それらに対する改善点を検討する。本論文では、交通
安全対策のメカニズム構築の課題として、 
① 「性格」が要因とされる交通事故抑制の対策が不十分であること 
② 交通違反を繰り返してしまう要因には、100%個人の責に帰することができない要因
があり、その場合、現在の交通違反削減のメカニズムだけではうまく機能しない 
③ 交通事故の重大化抑制に対する交通取締りについて、従来の事後的な対策のみでは
なく事前的な対策の必要性がある 
という３点に着目し、各課題に関する仮説を設定し検証を行うことで、現在の交通安全対
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策のメカニズムの課題の克服を目指し、より効果的な交通安全対策について検討する。各章
の要約は以下の通りである。 
 
２章 道路交通の現状と交通安全対策への課題点では、高度経済成長期における自動車
社会の黎明期から成熟期までの道路交通環境の変化に伴う交通違反・事故の発生状況や現
在の発生状況および交通安全対策を観察する。自動車の普及に伴い、各法律・道路インフラ
の整備、シートベルトやヘルメットなどの安全装置の普及と義務化、運転者の交通安全意識
の醸成、エアバックなど安全な運転を支える技術の発展等が進み、交通事故発生件数および
交通事故による負傷者数・死者数は減少傾向にあるものの、近年では交通事故死者数の減少
幅の縮小が問題視されている。すなわち、現在の交通安全対策のでは対策しきれていない範
囲の要因があると考えることができる。そこで、現在の交通安全対策の中から、メカニズム
構築の課題点として、①「性格」が要因とされる交通事故抑制の対策が不十分である、②交
通違反を繰り返してしまう要因には、100%個人の責に帰することができない要因があり、
その場合、現在の交通違反削減のメカニズムはうまく機能しない、③交通事故の重大化抑制
に対する交通取締りについて、従来の事後的な対策のみではなく事前対策の必要性がある
という３点を言及する。 
３章 注意力と交通事故の関係の分析では、前章で指摘した①「性格」が要因とされる交
通事故抑制の対策が不十分であるという課題点から、「注意力散漫な運転者は、交通事故を
起こしやすい」といった仮説を検証することによって、交通安全対策を策案する際に「性格」
を考慮する必要性があることを、2014 年に全国を対象に実施した運転に関する WEB アンケ
ート調査（調査時期：2014年 12月 20日～26日、サンプル数：スクリーニング調査 50,000
サンプル、本調査 6,298サンプル）を分析した結果をもとに示す。 
分析の結果、「注意力散漫な運転者」の方が「それ以外の（＝注意力に関しては通常の）
運転者」よりも交通事故を起こしやすいことが明らかとなり、「性格」を考慮する必要性を
立証することができた。 
この検証結果より、さらなる交通事故抑制のためには、交通安全対策策案時に、運転者の
「性格」を考慮する必要があることが導かれた。 
４章 交通違反を繰り返す運転者の違反理由に関する分析では、２章で指摘した②交通
違反を繰り返してしまう要因には、100%個人の責に帰することができない要因があり、その
場合、現在の交通違反削減のメカニズムだけではうまく機能しないという課題点から、「交
通違反を繰り返し、複数回取締りを受けている運転者は仕事をはじめ、必ずしも 100％個人
の責に帰すことができない要因で違反している」といった仮説を検証することによって、運
転者個人への責に帰する交通違反削減のメカニズムの改善の必要性を、前章で用いた 2014
年に全国を対象に実施した運転に関する WEBアンケート調査を分析した結果をもとに示す。 
分析の結果、「仕事などで仕方なかった」と回答した人ほど交通違反行為を繰り返してい
る傾向があり、特に人口密度が高い地域でその傾向が顕著であることが明らかとなった。こ
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のことから、交通違反を繰り返し、複数回取締りを受けている運転者は「自分自身（運転者）
以外にも、仕事など、違反の理由がある」と考えている点が明らかとなった。 
この検証結果から、「繰り返し違反者」は「自分自身（運転者）以外にも、仕事など、違
反の理由がある」と考えている点が明らかとなった。上記の結果から、彼らの違反を削減す
るためには、運転者個人への指導以外の方法も合わせて講じることも必要であることが導
かれた。タクシーや運送業者等の業界団体への交通安全指導を行うことによって、業界団体
から職業ドライバーへ指導が行われ、仕事を理由とした交通違反が減少するといったスキ
ームの存在の可能性が考えられる。加えて、分析結果を政策評価の観点から見ると、交通違
反削減施策の多くは、運転者個人を対象としており、こうした運転者個人を対象とした指導
施策の効果を評価する際には、仕事など、運転者個人の意識改善以外の要因を考慮して、効
果を測定する必要があるという政策含意が導かれるといえよう。 
５章 近年の交通事故状況の解析―交通事故が多発・重大化する地理的特徴―では、神
奈川県警から提供いただいた 2012 年から 2016 年の交通事故に関するデータを用いて、神
奈川県内における交通事故多発地域および該当地域の地理的特徴を観察している。 
神奈川県内における交通事故多発地域では、生活道路と幹線道路などの高規格道路が入
り混じった、かつ警察施設やバス停、鉄道駅が多いといった特徴を持っていることが明らか
となった。分析結果より、上記と同様の特徴を持った地域での交通取締りの強化が望まれる。
一方、実際の取締り現場を想定すると、そのような地域の中に取締りスペースなどの要因か
ら取締り及び交通事故・違反抑制を目的とした警戒活動を行うことが困難な地域が存在す
る可能性も否定できない。その場合は、その周辺地域を警戒活動巡回することによって、交
通事故多発地域に進入する前に、速度を緩める等、運転者の意識が変化するように喚起する
ことが効果的であると言えよう。 
６章 交通取締りと交通事故の関係の分析では、２章で指摘した③交通事故の重大化抑
制に対する交通取締りについて、従来の事後的な対策のみではなく事前的な対策の必要性
があるといった課題点から、「交通取締りの事前投入は、重大事故減少につながる」といっ
た仮説を検証することによって、事前的な交通取締りが交通事故重大化抑制に与える影響
を、神奈川県内で発生した交通事故のデータと神奈川県警から提供いただいた交通取締り
に関するデータを用いて示す。 
同県警では、2016年より交通違反自体を取り締まる行為よりも警戒（＝パトロール）、言
い換えると交通違反を事前的に抑制することを目的とした交通取締りを重点的に実施して
おり、前年までと比較して交通取締りの方針を大きく転換させている。この交通取締りの性
質の変化が、神奈川県内の交通事故の重大化抑制にどのように影響しているかを分析し、同
県警が実施した事前的な交通取締りの効果を計測する。分析結果より、同県警が実施した事
前的な交通取締りは交通事故重大化の抑制と統計的に有意な関係性があることが明らかと
なり、警戒活動をはじめとした事前的な交通取締りは交通事故の重大化抑制に効果的であ
ることが明らかとなった。 
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前章の分析結果を踏まえると、神奈川県内における事故多発地域と同様の地理的特徴を
もつ地域において、事前的な交通取締りを実施することで、より効率的な交通事故の減少が
期待される。 
７章 総括では、第３章から第６章までの研究結果をもとに、現在の交通安全対策のメカニ
ズムの問題点の克服を目指し、交通事故（死者数）削減を達成する効果的な交通安全対策に
ついて考察し、今後の課題について言及する。 
 
 
